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令和 8 年度 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

件名：令和 8年度 京浜港における海上コンテナ輸送の効率化・高度化に係る検討委託 

 

本件は、下記の理由により、横浜川崎国際港湾株式会社と随意契約する。 

記 

 

本業務は、国際コンテナ戦略港湾政策の目標実現に向け、京浜港における海上コンテナ

輸送の効率化・高度化を図ることを目的として、モーダルシフト需要を見据えた鉄道輸送

への転換促進方策を実施するとともに、増大するコンテナ貨物量や航路就航要請に対応す

るため、コンテナターミナルの機能向上方策や係留施設の適正利用を目的とした情報提供

方策の検討を行うものである。  

本業務の検討項目は、国土交通省港湾局が設置した「新しい国際コンテナ戦略港湾政策

の進め方検討委員会」において、個別施策と位置づけられているものであり、国際コンテ

ナ戦略港湾政策について、総合的且つ行政的な知見を有している者が実施する必要がある。 

 

横浜川崎国際港湾株式会社は、国際コンテナ戦略港湾政策を推進すべく、2016年 3月に

港湾法第 43条の 11に基づき国土交通大臣の指定を受けた、京浜港における唯一の港湾運

営会社である。当該法人は「新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会」に委

員として参加しており、世界最大級のコンテナ船に対応可能な南本牧ふ頭をはじめ、横浜

港、川崎港のコンテナターミナルの整備運営を通し、我が国港湾の国際競争力強化に取り

組むとともに、外航定期航路事業者、貨物利用運送事業者等へのインセンティブ支援を行

っており、効果的な集貨や創貨のあり方を戦略的に検討しうる経験や知見を有している。

さらに、ポートセールスやセミナー等を実施することにより、海上コンテナ輸送に関係す

る外航・内航船社や荷主企業、倉庫業者、港湾管理者といった多様な主体の意見や要望を

集約しており、幅広い知見及び分析能力に加え、総合的な調整を行う能力を有している。  

また、当該法人は、「新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会」の最終とり

まとめを受け、京浜港における埠頭群の運営計画の変更を行い、港湾法第 43条の 1３第 1

項の規定に基づく国土交通大臣の認可を受けており、国際コンテナ戦略港湾政策を推進す

る実施主体である。本業務の目的に鑑み、履行可能な事業者が実質的に当該法人に限定さ

れ、競争を許さない。 

 

以上より、当該法人が本業務を円滑かつ合理的に実施できる唯一の者と考えられること

から、会計法第 29条の 3第 4項に基づき、横浜川崎国際港湾株式会社に委託するものであ

る。 

 

以上 
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